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研究成果の概要：例えば中国では、法治行政を進めるため公務員の法教育を全国家的に進め、

ドイツでは、経済状態が悪化する現状でも公務員の養成・研修制度で一貫して法的素養の強化

に努めているのに対して、日本では、主に財政的事情から、法的資質の強化も含めて、公務員

に対する研修の量と質はかえって劣化している。研究の結論としては、単に法務教育の重要性

を語り、理想的なカリキュラムを提示することでは解決しない危機的な段階であることが判明

した。 
 
 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
２００６年度 7,000,000 2,100,000 9,100,000 
２００７年度 5,000,000 1,500,000 6,500,000 
２００８年度 4,500,000 1,350,000 5,850,000 

年度  
  年度  
総 計 16,500,000 4,950,000 21,450,000 

 
 
研究分野：社会科学 
科研費の分科・細目： 法学・公法学 
キーワード：公務員、法務、法治主義、地方自治体、法教育、ドイツ、中国、韓国 
 
１．研究開始当初の背景 
本研究は、20世紀末頃以降、日本社会におい
て児童から成人に至るまでの法教育の不可
欠性が広く認識されるに至ったことを前提
としながら、とりわけ公務員、中でも、地域
住民に身近な地方自治体職員にとって法教
育が重要である、という認識から日本の自治
体職員に焦点を当てて法務教育（養成教育・

研修教育、高度継続教育）と、初等中等教育
における法教育の内容、及び初等中等学校に
おける教員の法教育研修のあり方を比較法
的に総合研究しようとした。その背後には、
公務員が法を知らないために、公務員本人の
みならず、大多数の国民があるべき意味にお
いて法による行政を享受していないという
実情があった。 



２．研究の目的 
今後の日本の初等中等教育における法教
育の内容、及び初等中等における教員の法教
育研修、自治体職員を中心とする法務教育
（養成教育・研修教育、高度継続教育）と、
のあり方を比較法的に総合研究しようとす
るものである。その際、研究期間内において、
アジア（中国本土、韓国、台湾）及び欧米（ド
イツ、スイス、アメリカ、フランス、イギリ
ス）を比較対象としつつ、初等中等教育、自
治体職員に向けた法務教育の内容や歴史的
発展、現在の改革課題を網羅的にとりあげ、
市民生活、教育現場、自治体組織の現場にお
いて、正義や筋道によって課題に対処できる
人材養成、その人材養成の重要な一環をなす
「法務教育」のあり方について、多様な国内
研究者と、多数の外国人研究者とのネットワ
ークを通じ、実態調査、比較研究を踏まえて、
現状の客観的状況分析と今後のあるべき日
本の法教育像を提言することを目的とした。 
 
 
３．研究の方法 
(1) 研究代表者（木佐）が 1990 年以来、１
５年以上にわたり、本テーマに関連する日独
比較研究を進め、比較研究の実施基準（モノ
サシ）を確立してきた。そのベースの上に、
アジア各国・地域から日本語を駆使でき、通
訳・日本語論文執筆が可能な研究者を揃えた。
そして９名の国内共同研究者と多数のアジ
ア諸国・ヨーロッパの研究協力者組織化する
ことにより、欧米とアジア、そして日本の研
究を進めるための体制を確立した。日本側共
同研究者はいずれも自治体実務家向けに政
策法務・自治体法務の研修実績をもつか、世
界の自治体連合組織の活動に造詣の深い研
究者である。当初の海外研究協力者はすべて
日本での留学経験をもつか、長期・複数回の
滞在研究経験を持つ点で、研究体制面は充実
していた。 
 
(2) 各国・地域については、文献や間接情報
のみによることなく、直接に出向いて、現地
の法教育関係者と直接に意見交換をしたり、
実際の法教育の講義・ゼミ、裁判や不服審査
の実際の様子などを見学することにより、言
葉では表現しきれない実態・実情の調査をす
るよう心がけた。協力を得て、ドイツ国内の
本テーマに関する包括的な協力体制を得る
ことが可能になった。 
 
(3) 主たる比較研究対象であるドイツとの
間では、同国シュパイヤー行政大学院ピチャ
ース教授をアドバイザー・兼・協力研究者と
して、予備的報告を 2003 年度の科研費研究
の枠内で日本においてすでに行って頂いて
いた。 

 
(4) 日本側共同研究者と海外の主要な研究
協力者は、日本語での意思疎通が可能であっ
たため、研究遂行に必要な連絡は、メーリン
グリストを設定して行い、実際、きわめて有
益・有効であった。国際シンポジウムの前後
には、マイクロソフトのメッセンジャーも活
用し迅速な連絡・調整の体制ができた。 
 
(5) 研究遂行にあたっては、一同に介しての
発表・討論による問題・課題意識の共有化が
何より重要と考えていたため、初年度（2006
年）秋に、アジアの全研究協力者を招聘した
国際シンポジウムを開催し、その際には、中
国司法部（日本の法務省に相当する）の高級
幹部による全中国における法務教育実態に
関する報告も得た。その後、研究代表者が客
員教授に就任した中国人民大学法学院の著
名な公法学教授 3名を招聘して２度目の国際
シンポジウムを開催し、最終年度は、ドイツ
の大学教授を含む広範囲な海外研究者や海
外司法実務家を招いて第３回目の国際シン
ポジウムを開催した。これにより、日本のた
めの法教育研究から、参加各国のための法教
育のステージが設定・発展するに至っている。 
 
 
４．研究成果 
(1) 日本の法教育は、2009 年 5 月 21 日から
始まる裁判員制度と関わって、その啓蒙・普
及という側面が強化されつつある。この法教
育は、対象は児童から成人にまで及んでいる。
このことはきわめて重要であるが、本研究で
の法教育の焦点は、裁判員制度など当面の課
題のみに絞らない視点をすでに持っていた。
もともと、法によって行政を行い、違法・不
当な行政が行われた場合には適切な法的救
済手段が用意され、迅速な解決が得られるべ
きである。しかし、現状では、公務員自身が
ほとんど法的素養をもつことなく実務に携
わっている。そのことの実証的データはすで
に存在すること、また、自治体や関係する自
治体の協力組織において行われている法務
教育、法務研修の概要も種々の調査によって
明らかであった。本研究は、抽象的には不十
分であることが判明している日本の実態を、
欧米、アジアの諸国・地域の中に位置づけて、
今後のあり方を問おうとした。 
 
(2) 中国本土、韓国、台湾との比較において
も、法務教育についての熱意が十分でないこ
とは、とりわけ地方財政危機により顕著にな
ってきた。この数年のうちに、新たに法務研
修を始めた自治体もあるが、その事業を直ち
に廃止したところ、長年実施してきたが予算
不足で廃止ないし縮小した自治体も多い。ま
た、３段階で基礎から上級までと階層的に行



ってきた自治体で初任者向けのみの研修に
なった自治体もある。おしなべて全職員に対
して基礎的な法的研修さえ行えていないこ
とが明らかとなった。 
 
(3) わずかに行われている法務研修でも、民
間企業に委託している自治体が多くなって
いる。確かに、カリキュラムのコアの部分は、
発注自治体の人事部門が責任をもっている
が、同一受託者が連続で担当している場合が
圧倒的に多く、また、民間企業の社員が研修
講師となる場合も増えており、果たして最新
の学術的成果も踏まえた研修になっている
かどうかは疑問の余地がある。 
 
(4) 例えば、ドイツを取り上げると、同国で
も自治体の財政的余裕はなくなっているが、
人材養成、ことに法務的要素の教育の重要性
についての意識は高く、ここ 20 年間にわた
って一貫して視察・観察及びインタビュー調
査をした範囲内でも、科目数であれ、教育内
容であれ、充実の一途をたどっている。これ
は、人材こそが自治体、行政の質を決めるも
のであり、それが住民の幸福につながるとい
う一貫した思想に基づくものである。教材の
工夫、質の高さという点では、日本がおよそ
到達できない水準に至っている。 
 
(5) 韓国等では、公務員に対する法教育の重
要性についての意識・認識はまだ十分ではな
いと判断される。しかし、日本よりも韓国や
台湾の方が、憲法裁判、行政救済制度が充実
し、現に争訟事件数も多いことから、いずれ
必然的に法務教育の重要性に目が向けられ
ることになろう。 
 
(6) 他方で、中国本土における大きな変化は
注目に値する。本研究プロジェクトも大きな
エネルギーを中国本土における法教育の普
及に目を向けることになった。同国司法部
（法務省）幹部、及び中国人民大学教授らの
報告により、中国が「人治」から「法治」に
向けて、全公務員を対象として大規模な法教
育体制を取りつつあること、また、とりわけ
憲法教育の重要性が意識されていることが
大いに注目される。本研究プロジェクトの最
後を飾る結果となった「中・日・韓の公務員
に対する憲法教育のあり方」シンポジウムが
2009年 4月1日に中国人民大学法学院で開催
され、あらゆる職種の公務員に対する憲法教
育の重要性が共有化された。中国本土の国際
進出に伴い法治国家化はいっそう促進され
ることになろう。 
 
(7) 翻って、日本における今後の自治体職員
に対する法務教育の体系的展望は、現状にお
いては極めて悲観的にならざるを得ない。何

よりも予算の不足によるが、財政的裏付けが
なくてもできる法務教育あるいは法務的研
修は存在しうる。しかしながら、その重要性
を意識した幹部層がほとんどいないのが実
情である。とりわけ、自治体議会の議員が、
何の法的知識もないままに、議会で条例を制
定し、あるいは議員を除名するなどの行為を
行っているが、背景に法的・論理的な思考は
ほとんどない。議会（議員）は、百条委員会
で民事訴訟法の尋問の規定が準用される証
人尋問を行っているが、まったく民事訴訟法
の規定も知らないままテレビや映画の検
事・弁護士・裁判官、あるいは警察官の気分
になり自己の役割に酔ったような状態で尋
問を行っている。そこでは誘導尋問その他禁
止されている行為の連続である。公務員の法
的素養の向上策を提示することが本プロジ
ェクトの課題であったが、かえって、地方議
員を始めとして、「法無」社会の実態がいっ
そう明らかになり、自治体職員だけに限って
法的素養向上のプログラムを財政危機の中
で提示することは結果的に非常に困難にな
った。引き続き、自治体を含めて、法を適用
する公共部門全体における法知識の実情を
分析し、例えば目下もてはやされているＡＤ
Ｒが機能する余地があるかどうか、という観
点なども含めて、官僚機構全体や国民の法意
識・法教育の分析と検討を加えることが不可
避である、という研究結果に至った。 
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